
企業所得税

１　納税義務者及び税率

　企業所得税の納税義務者は，居住者企業と

非居住者企業に区分されます。居住者企業は

全世界所得に対して課税され，非居住者企業

は中国国内に恒久的施設（ＰＥ）を有する場

合，ＰＥに関連して国内外で生じた所得に対

して課税され，ＰＥを有しない場合又は有し

ているが稼得した所得がＰＥに関連しない場

合は，中国国内源泉所得に対してのみ，企業

所得税が課税されます。企業所得税の税率は

２５％です。

　なお，日中租税条約の第７条では，事業所

得については帰属主義に沿った定めにより中

国国内にＰＥを有しない限り課税されること
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中国税制の概要

　中国では，１９９１年以来適用されてきた

外国投資企業・外国企業所得税法に代え

て，２００８年より，外資，内資企業に共通

して適用する企業所得税法が施行され，

それまでの外資企業のみに認められる優

遇制度が原則廃止されました。この企業

所得税法の中では，新たに優遇制度，移

転価格の文書化義務，組織再編税制など

が規定され，納税者企業の関心を集めて

います。間接税である増値税，営業税に

ついても２００９年から改正条例が施行され

ています。税金の徴収にあたっては，国

家税務総局の下に位置する地方の国家税

務局と，地方税務局によって税目ごとに

分担されており，外資系企業の企業所得

税は国家税務局が担当しています。２００９

年の税収の総額６３，１０４億人民元の主な内

訳は，国内増値税が３０％，企業所得税

１９％，営業税１４％，輸入増値税・消費税

１２％，国内消費税８％，個人所得税６％，

となっています。

Masumi.Sugawara
税経通信　7月号



はありませんが，非居住者企業が租税条約の

適用を受けるためには税務局の承認が必要で

すので注意を要します。

　一方，非居住者企業が，現地企業から利益

配当を得る場合は，国内法の規定により源泉

税率１０％にと規定されていますので，租税条

約の限度税率１０％との差異はありません。

２　優 遇 制 度

　国家が奨励する特定の産業・事業・製品に

着目した優遇制度が設けられています。奨励

される産業・事業・製品には，ハイテク産業，

環境保護，農林水産畜産業，リサイクル事業，

インフラ整備，省エネ・節水・安全設備開発，

ソフトウェア開発などが挙げられ，一定の要

件を満たした企業について，タックスホリ

デー，軽減税率，追加所得控除，税額控除と

いった方法で税負担の軽減が図られています。

３　組織再編税制

　企業による持分買収，資産買収，合併，分

割といった組織再編取引に関する税務上の取

扱い，課税繰延べとなる再編取引の要件等が

規定されています。

４　移転価格税制

　２００８年度から，移転価格説明文書の作成・

保管が義務化されており，企業は，税務局に

要求された日から２０日以内にこれを提出しな

ければなりません。ただし，年度中に発生し

た関連者との有形資産売買取引の金額が２億

人民元以下で，かつ，その他の関連者間取引

（役務提供売上等）の金額が４，０００万人民元以

下である場合など，文書準備義務の免除規定

があります。

　なお，関連者とは，一方が直接又は間接に

他方の持分の２５％以上を保有する者又は同一

の第三者に２５％以上の持分を直接又は間接に

保有される者が含まれ，外国企業，非居住個

人に限られません。

５　課税期間，申告期限

　納税年度は１月１日から１２月３１日までと規

定されています。年度税務申告書の提出期限

は，年度終了の日から５か月以内で，併せて

納税を完了しなければなりません。年度申告

書の提出にあたって監査報告書の添付が必要

です。

個人所得税

１　納税義務及び税率

　中国に住所を有する個人又は住所を有さな

いが中国国内に満１年以上居住している個人

は，全世界所得に対して個人所得税が課税さ

れます。また，中国国内に住所を有さず，居

住していない個人又は住所を有さないが国内

に居住して１年に満たない個人については，

中国国内源泉所得に対してのみ課税されます。

ここでいう「住所を有する」とは，戸籍，家

庭，経済利益の関係で中国国内に習慣的に居

住する個人をいい，一般的な日本人駐在員は，

住所を有さない個人として取り扱われていま

す。また，「満１年以上の居住」は，納税年

度（１月１日から１２月３１日まで）のうち，臨

時的な出国（連続３０日以内，合計９０日以内）

の日数を含め，３６５日間国内に居住すること

を指します。中国に住所を有さず，満１年以

上居住する個人は，居住期間が５年以下であ

る場合は，国外源泉所得について，税務局の

承認を得て，中国国内の企業や個人から支払

われる部分についてのみ，課税対象とするこ

とができます。

　したがって，日本から赴任した駐在員は，

通常，初年度は国内源泉所得のみの課税，満

１年以上の居住となる年度から居住期間５年

となるまでの期間については，国内源泉所得

と，国内企業が支払う国外源泉所得が課税対

象となり，居住期間が５年を超える期間につ

いては，全世界所得に課税されます。
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　個人所得税の税率は，給与・賃金所得の場

合，５％から４５％の超過累進税率が適用され

ます。

２　短期滞在者免税

　中国個人所得税実施条例において，日中租

税条約の規定に準じた短期滞在者に対する免

税が規定されていますが，日数要件は年間９０

日とされています。日中租税条約の規定によ

る年間１８３日での適用を受ける場合は税務局

への届出・承認が必要です。

３　課税期間，申告期限

　源泉徴収義務者は，給与・賃金所得につい

て，月毎に税額を計算し，翌月の７日までに

税務局へ納税申告書を提出し，併せて納税し

なければなりません。また，給与・賃金所得

に限らず，年間所得が１２万元以上である納税

義務者は，年度終了後３箇月以内に税務局へ

年間の所得と納税額について集計額を申告し

なければなりません。

増　値　税

１　納税義務及び税率

　中国国内での物品販売，加工，修理組立の

労務提供又は物品の輸入を行う事業者や個人

は増値税の納税義務者となります。税率は

１７％ですが，穀類などの農産物，水道，ガス

などのインフラ製品，書籍類，農業用資材等

については，１３％とされ，また，輸出には

０％税率が適用されます。小規模納税者に対

する簡易課税制度による場合は，課税売上高

に徴収率３％を適用して納税額を算出します。

２　仕入税額控除

　一般の納税者の税額は，課税期間の売上に

係る増値税額（以下「売上税額」）から，同

期間の仕入に係る増値税額（以下「仕入税

額」）を控除して計算します。ただし，課税

対象外売上，免税売上，集団福利又は個人消

費のため等の仕入税額は，控除することはで

きません。控除しきれない仕入税額は，翌期

間以降に繰越し控除することができます。

　なお，２００９年１月から施行された改正増値

税暫定条例により，それまで認められなかっ

た固定資産の購入により生じた仕入税額の控

除が認められることになりました。

３　増値税の輸出還付率

　０％税率が適用される輸出については仕入

税額の還付が認められていますが，政策とし

て輸出品目毎に還付率が定められ，仕入税額

が全額還付されない場合が生じます。このた

め輸出にあたって追加コストが生じることに

なるため，輸出の促進又は抑制の調整弁と

なっています。２００８年の金融危機以降，経済

活性化のために，還付率は引き上げられる傾

向にあります。

４　課税期間，申告期限

　増値税の納税は，毎日，３日毎，５日毎，

１０日毎，１５日毎，月毎，四半期毎から選択し

ますが，一般的には月毎の課税期間とし，翌

月１５日以内に申告納税を行います。

営　業　税

　中国国内において役務提供，無形資産の譲

渡又は不動産の販売を行う事業者及び個人は，

その取引について営業税が課税されます。こ

の「中国国内において」の定義には，課税さ

れる役務を提供又は享受する事業者や個人が

中国国内に所在する場合が含まれます。税率

は業種別，取引別に定められ，交通運輸，建

設，郵便・通信，文化・スポーツの各業種で

は３％，金融保険，サービス業５％，娯楽・

レジャー業５％～２０％，無形資産譲渡，不動

産販売取引については，５％とされています。
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税 務 調 査

　２００９年度の国家・地方税務局による税務調

査に伴う税収入額は，これまでの最高額の約

１，１９３億人民元となり，これは２００６年から

２００８年の３年間の税務調査による税収入額の

合計額を上回っています。

　このうち，重点税源企業に対する調査に含

まれる６３件の大型企業グループに対する自己

調査（税務局の要請により納税者が自ら修正

事項を調査し報告するもの）及び税務局によ

る税務調査により，約２３０億人民元の税収入

が生じたと報告されています。また，調査対

象とされた企業の約９１％から問題が発見され

ており，これも過去最高の水準であると報告

されています。

　国家税務総局は，２０１０年の目標として，税

務調査の質的効率の向上，重点税源企業に対

する自己調査・税務局による調査の促進，増

値税の違法税額還付事案の取締りを挙げてい

ます。また，２０１０年度の必須調査対象業種と

して，

　①　医薬品卸売及び小売業

　②　不動産及び建設据付業

　③　交通運輸業

を挙げ，必須ではないが調査対象とすべき業

種として，営利性の医療・教育企業，年間所

得１２万元以上の個人所得税年度申告者及び各

地域税務局において税務調査が必要と判断す

る事業が挙げられています。

　今後も中国を消費地と捉えて日本からの活

発な投資が行われると予想されます。最近の

２年間で税制に関する制度改正が頻繁に行わ

れていますので，中国への投資に際しては，

最新の規定及びその執行状況を確認し判断す

ることが重要となります。

　また，例えば，租税条約上の恩典の適用を

受けるための申請・届出が行われていなかっ

たことで，不要な税金費用が生じることのな

いよう，租税条約の手続きについても注意が

必要となります。
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